
１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却について

公益法人新会計基準適用につき、減価償却を実施、建物以外の償却方法を定率法とした。

（２）引当金について

記念事業引当金は、女性部５０周年に向けての引当に限られている。

２．基本財産及び特定資産等の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産等の増減額及びその残高は、次のとおりである。

単位：円

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　　定期預金 5,067,726 1,520 0 5,069,246

小計 5,067,726 1,520 0 5,069,246

特定資産

　　　修繕引当積立金 18,009 2 0 18,011

　　　青色普及事業基金 4,526,369 1,084 0 4,527,453

　　　資産購入積立金 2,013,397 400 0 2,013,797

　　　記念行事引当預金 270,329 30,078 0 300,407

　　　退職給与引当預金 1,500,539 298 0 1,500,837

　　　周年事業引当預金 1,000,422 198 0 1,000,620

　　　電子申告普及引当預金 6,002,509 1,196 0 6,003,705

小計 15,331,574 33,256 0 15,364,830

その他固定資産

　　　積立火災保険料 2,940,000 420,000 0 3,360,000

小計 2,940,000 420,000 0 3,360,000

合計 23,339,300 454,776 0 23,794,076

３．固定資産の取得価額等、当期減価償却額、当期末残高は、次のとおりである。

単位：円

科目 取得価額 当期増加額 減価償却費 当期末残高

建物 15,157,373 0 1,497,347 13,129,405

車両 907,065 0 101,868 61,121

器具部品 1,447,382 0 538,861 1,040,277

無形固定資産 417,375 0 0 0

合計 17,929,195 0 2,138,076 14,230,803

財務諸表に対する注記


